
財政健全化判断比率

早期健全化基準 財政再生基準

公営企業資金不足比率

霧ヶ峰リフト事業 0.0％

公設地方卸売市場事業 0.0％

水道事業 黒字（△173.3％）

温泉事業 黒字（△640.3％）

下水道事業 黒字（△109.1％）

諏訪市の比率

標準財政規模

標準財政規模等

全会計の実質赤字額

標準財政規模

実質公債費比率 25％

諏訪市は17.96％
（財政規模に応じて
16.25％から20％）

実質赤字比率

実質元利償還金負担額

令和６年度決算に基づく財政健全化判断比率及び公営企業資金不足比率

判断の基準

7.9％

30％
黒字

（△45.18％)
連結実質赤字比率

対象となる会計

一般会計等

説　明区　分

区　分

35％

全ての会計

経営健全化基準

将来負担比率

全ての会計・
一部事務組合等

全ての会計・
一部事務組合等・
土地開発公社

一般会計等の実質赤字額諏訪市は12.96％
（財政規模に応じて
11.25％から15％）

20％
黒字

(△7.75％)

350％ －

説　明

実質的な赤字額

会計ごとに20％ 料金収入など主たる営業
活動から生じる収益等

諏訪市の比率

標準財政規模等

将来負担すべき実質的な負担額
42.4％



１　健全化判断比率

(1)　実質赤字比率（会計の範囲：一般会計）

○実質赤字額：歳入総額を上回って支出した額

○標準財政規模：市税、県税交付金、普通交付税など経常的に見込まれる一般財源の総額。自治体の規模を表す指標

○臨時財政対策債発行可能額：地方財政の財源不足を補う臨時財政対策債について、国が自治体ごとに認めた発行可能額

実質赤字額

標準財政規模（うち臨時財政対策債発行可能額)
×100

12,890,808 (60,168)
×100 ＝＝

△ 999,793

健全化判断比率及び公営企業資金不足比率の算定

(単位：千円・％）

（小数点第三位以下切り捨て）　

（黒字決算であるのでマイ
ナス（△）表示としている）△ 7.75



(2)　連結実質赤字比率（会計の範囲：全会計）

全会計の収支

×100×100
公営企業会計を含む全会計の赤字額

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）

下水道事業

12,890,808 (60,168)

0

収支(赤字は△表示）

927,439

2,413

068,810

0

86,008

37,134

繰越財源歳　出

0

＝
△ 5,825,036

1,267,806

公営企業
会計

資金不足・剰余額

68,810

1,320,267

0

0

分類

24,433,897一般会計等

公営企業
会計を除く
特別会計

0

82,472一般会計

4,308,515

23,351,632

0

計

公設地方卸売市場事業

52,461

－

12,587駐車場事業

4,222,507

歳　入

後期高齢者医療

区　分

区　分 流動資産

国民健康保険

＝

流動負債

960,074

10,174

32,635

1,964,408

5,825,036

0

1,611,346

37,134霧ケ峰リフト事業

999,793

1,989,771

139,373

0

（小数点第三位以下切り捨て）　

1,471,973

（黒字決算であるのでマイ
ナス（△）表示としている）△ 45.18

温泉事業

水道事業

25,363



(3)　実質公債費比率（会計の範囲：全会計・一部事務組合等）

(４年度単年度数値）

＋ －

－

(５年度単年度数値）

＋ －

－

（小数点第二位以下切り捨て）　

(６年度単年度数値）

＋ －

－

＝ ＝

○元利償還金 一般会計等で過去に借り入れた起債（市債)の当該年度における元金及び利子の返済額

○準元利償還金

1,744,919

当該年度において一般会計等が公営企業や一部事務組合等に対して繰出し、あるいは負担した額のうち、公営企
業や一部事務組合の起債の元利償還金に充てられた額、公債費に準ずる債務負担行為に係るもの、及び一時借
入金利子

8.17905

7.9
(120,981)

の３か年平均
元利償還金に充てた一般財源 ＋準元利償還金に充てた一般財源－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

標準財政規模（うち臨時財政対策債発行額)－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

＝

普通交付税の基準財政需要額に算入された元利償還金や準元利償還金の額

＝
834,419

○元利償還金・準元利償還金
   に係る基準財政需要額

＝

＝ ＝

12,890,808

8.32331

1,679,3161,761,890

(285,681)

(60,168)

1,698,893 900,007 1,813,645

12,567,850

12,719,389
３ か年平均

872,869

7.30184

1,785,489

1,813,645

1,744,919

1,679,316



(4)　将来負担比率（会計の範囲：全会計・一部事務組合等・土地開発公社）

－ ( ＋ ＋

－

（小数点第二位以下切り捨て）　

○将来負担額の内訳

・一般会計等の地方債現在高 ・・・・・・・・

・債務負担行為に基づく支出予定額 ・・・・・・・・

・一般会計等以外の会計の地方債の元金償還金に充てる一般会計等の負担見込額 ・・・・・・・・

・一部事務組合等の地方債の元金償還金に充てる一般会計等の負担見込額 ・・・・・・・・

・退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額） ・・・・・・・・

・設立法人等の負債の額等のうち、一般会計等の負担見込額（土地開発公社分） ・・・・・・・・

・連結実質赤字額 ・・・・・・・・

・組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 ・・・・・・・・

計

△ 301,811

△ 211,519

105,375

△ 209,846

0

0

財政調整基金や減債基金など、将来の財政負担を補填することが可能な基金の額

差額

△ 765,074

△ 104,622

△ 1,487,497

1,679,316

29,190,677 5,872,624 1,899,402

前年度

18,736,608

1,237,429

3,250,970

1,555,416

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額（うち都市計画税）＋元金償還金・準元金償還金に係る基準財政需要額算入見込額）

17,971,534

(1,897,906)

2,598,019

42.4

本年度

2,949,159

1,343,897

3,195,261

30,678,17429,190,677

0

0

0

2,807,865

＝

3,089,886

16,656,811 )

0

○充当可能基金額

1,132,807

元金償還金・準元金償還金のうち、将来、普通交付税の基準財政需要額に算入される見込みの額

元金償還金や準元金償還金に充てることができる特定財源の収入見込額

＝
12,890,808 (60,168)

○元金償還金・準元金償還金
   に係る基準財政需要額算入
   見込額

○特定財源見込額

標準財政規模（うち臨時財政対策債発行可能額)－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額



２　公営企業資金不足比率

   （小数点第二位以下切り捨て）　

（各会計とも黒字決算であるので、マイナス（△）表示としている）

0

一般会計等の実質赤字に相当するものとして公営企業ごとに算定した額

料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

849,557

△ 640.3

下水道事業

資金不足比率料金収入などの収益等

0.0

△ 1,267,806

0

△ 1,471,973

△ 109.1

0.0

△ 173.3

1,162,102

霧ケ峰リフト事業

△ 1,964,408

12,201

公設地方卸売市場事業

水道事業

15,371

温泉事業 306,778

区　分 実質赤字に相当する額


